
院内保育事業運営費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条  県は，看護職員の離職防止及び再就業を促進するため，次の各号に掲げる者が，その開設す

る病院及び診療所（以下「医療機関」という。）に従事する職員の委託を受けて行う児童に対する

保育及び医療機関での入院治療の必要はないが，安静の確保に配慮する必要がある集団保育が困難

な児童の保育（以下「病児等保育」という。）を行う事業（以下「院内保育事業」という。）に要

する経費について予算の範囲内において補助金を交付するものとし，その交付に関しては，広島県

補助金等交付規則（昭和 48 年広島県規則第 91号。以下「規則」という。）に規定するもののほ

か，この要綱に定めるところによる。 

（１）  日本赤十字社 

（２）社会福祉法人恩賜財団済生会及び社会福祉法人北海道社会事業協会 

（３）社会福祉法人（前号に掲げる者を除く） 

（４）  厚生農業協同組合連合会 

（５）  国家公務員共済組合及びその連合会 

（６）  地方公務員等共済組合 

（７）  私立学校教職員共済組合 

（８）  農林漁業団体職員共済組合 

（９）  健康保険組合及びその連合会 

（10）  国民健康保険団体連合会及び国民健康保険組合 

（11）  学校法人 

（12）  医療法人 

（13）  一般社団法人及び一般財団法人並びに公益社団法人及び公益財団法人 

（14）  独立行政法人 

（15）  その他知事が適当と認める法人 

２ 院内保育事業は，次の各号に該当する場合は，委託して行うことができる。 

（１）  院内保育事業を行うための保育施設は委託者の設置するものであること。 

（２）  職員定員の枠等やむを得ない事情により前号の保育施設の運営のみを委託するものであるこ

と。 

（３）  委託先は委託者が十分指導監督できる団体であること。 

（４）  委託契約については，契約書を取り交わし，かつ少なくとも次に掲げる事項が明記されてい

ること。 



 

ア  委託に係る院内保育事業の管理責任者は委託者であること。 

イ  受託者の善管注意が義務づけられていること。 

  ウ  委託された院内保育事業に従事する保育士等職員の人件費の額が明確にされていること。 

３  病児等保育，緊急一時保育，児童保育及び休日保育の実施に係る基準については，別に定めるも

のとする。 

４ 開設初年度における院内保育所立上げ支援事業に係る基準については，別に定めるものとする。 

（補助金交付の対象等） 

第２条  補助対象施設は，第３条に掲げる院内保育施設の種別に該当し，12 か月運営し，かつ保

育料として１人当たり月額平均 10,000 円以上徴収している施設とする。ただし，次の各号のいず

れかに該当する場合は，運営期間が 12か月未満の施設も補助対象施設とする。 

（１） 当該院内保育施設が開設初年度である場合 

（２） 当該院内保育施設が運営を休止した場合において，その運営の休止が天災地変その他保育施 

設の設置主体の責めに帰することができない事由によるものであると知事が認める場合 

２  補助金の交付の基準額及び対象経費は，別表に定めるところにより算定する。なお，運営月数の

 算定に当たっては，その月における開所日数が 15日以上である場合に１か月として算定する。 

３  補助金の交付額は，次により算出するものとする。ただし，算出された額に 1,000円未満の端数

が生じたときは，これを切捨てるものとする。 

（１）  別表の１の基準額欄に定める基準額と同表の２の対象経費欄に定める対象経費の実支出額と

を比較して少ない方の額を選定する。 

（２）  前号により選定された額の合計額に３分の２を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。

ただし，前条第１項第１号，第２号，第４号及び第 14 号の法人にあっては，開設初年度を除

き，前号により選定された額の合計額に３分の２を乗じて得た額に 0.9を乗じて得た額を交付

額とする。 

（院内保育施設の種別） 

第３条  院内保育施設の種別はＡ型及びＢ型とし，Ａ型は児童４人以上で保育時間８時間以上及び保

育士等職員２人以上有するものでＢ型に該当しないものとする。Ｂ型は児童 10人以上で保育時間 

10 時間以上及び保育士等職員４人以上を有するものとする。ただし，児童１人以上４人未満で保育

時間８時間以上及び保育士等職員２人以上有するものをＡ型特例とし，Ｂ型のうち児童 30人以上で

保育士等職員 10人以上を有するものは，Ｂ型特例とする。また，Ａ型及びＢ型いずれの場合におい

ても，保健師，助産師，看護師及び准看護師の委託を受けて保育する児童が１人以上の場合に限る

ものとする。 



（交付の申請） 

第４条  規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は，別記様式第１号とし，その提出

部数は１部とし，その提出期限は，知事が別に定める日とする。 

２ 規則第３条第１項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は，次のとおり

とし，提出部数は１部とする。なお，様式は別に定めることとする。 

（１） 申請額算出内訳 

（２） 保育士等給与費明細書 

（３） 事業計画書 

（４） 歳入歳出予算書（見込書）抄本 

（５） 保育料金が規定された規則等の書類 

（６） 第１条第２項の規定により院内保育事業の運営を委託している場合は，委託契約書の写（原

本証明したもの）及び運営要綱等。 

（交付の条件） 

第５条 規則第５条第１項の規定により附する条件は，次のとおりとする。 

（１） 補助事業の内容を変更する場合（軽微な変更を除く。）は，知事の承認を受けるものとし，

その申請手続は，毎年度 1月 10日までに行うものとする。 

（２） 補助事業を中止し，又は廃止する場合には，速やかに知事の承認を受けること。 

（３） 補助事業の遂行が困難となった場合には，速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

（４） 補助事業完了後に，消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額が確定した場合は，別記様式第３号により速やかに知事に報告すること。 

なお，補助事業者が全国的に事業を実施する者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又

は一支社，一支所等）であって，自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず，本部（又は本

社，本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は，本部の課税売上割合等の申

告内容に基づき報告を行うこと。 

また，知事に報告があった場合には，当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部

又は一部を県に納付させることがある。 

（保育所設置主体の義務） 

第６条 保育所設置主体は，設備及び運営について，児童福祉施設最低基準（昭和 23年厚生省令第 

63 号）を尊重するものとする。 

（申請の取下げ） 

第７条 規則第７条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期間は，規則第６条の通知

を受領した日から起算して 10日以内とする。 



（実績報告） 

第８条  規則第 12条の規定による補助事業実績報告書の様式は，別記様式第２号のとおりとし，その

提出期限は，当該補助事業を完了した日若しくは当該補助事業の廃止の承認を受けた日から起算し

て 10日を経過した日又は補助金の交付の決定があった日の属する県の会計年度の翌会計年度の 4月

10 日のいずれか早い日とする。 

２ 規則第 12条の規定により補助事業実績報告書に添付しなければならない書類は，次のとおりと

し，提出部数は１部とする。なお，様式は別に定めることとする。 

（１）  事業費精算書 

（２）  保育士等給与費明細書 

（３）  事業実績報告書 

（帳簿等の保存期間） 

第９条  規則第 21条の規定による帳簿及び書類を保存しなければならない期間は，当該補助事業の完

了した日から起算して５年を経過した日の属する県の会計年度の末日までとする。 

 

 

 この要綱は，昭和 50年 1 月 18日から施行し，昭和 49年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，昭和 50年 6 月 7日から施行し，昭和 50 年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，昭和 51年 7 月 12日から施行し，昭和 51年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，昭和 52年 10 月 24日から施行し，昭和 52年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，昭和 53年 6 月 23日から施行し，昭和 53年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，昭和 54年 6 月 15日から施行し，昭和 54年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，昭和 55年 6 月 14日から施行し，昭和 55年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，昭和 56年 6 月 2日から施行し，昭和 56 年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，昭和 57年 7 月 5日から施行し，昭和 57 年度分の補助金から適用する。 



附    則 

 この要綱は，昭和 59年 6 月 22日から施行し，昭和 59年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，昭和 62年 12 月 11日から施行し，昭和 62年度分の補助金から適用する。 

 

附    則 

 この要綱は，平成 3年 1月 18日から施行し，平成 2 年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 3年 8月 21日から施行し，平成 3 年度分の補助金から適用する。 

附    則 

  この要綱は，平成 4年 10 月 7日から施行し，平成 4 年度分の補助金から適用する。 

附    則 

  この要綱は，平成 5年 9月 20日から施行し，平成 5 年度分の補助金から適用する。 

附    則 

  この要綱は，平成 7年 2月 21日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 6年 4月 1日から適用する。 

附    則 

  この要綱は，平成 7年 12 月 28日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 7年 4月 1日から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 8年 10 月 25日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 8年 4月 1日から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 9年 10 月 22日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 9年 4月 1日から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 11年 2 月 1日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 10年 4月 1日から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 11年 12 月 28日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 11年 4月 1日から適用する。 

  



 

附    則 

 この要綱は，平成 13年 3 月 26日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 12年 4月 1日から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 14年 11 月 18日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 14年 4月 1日から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 15年 12 月 4日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 15年 4月 1日から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 16年 9 月 30日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規定

は，平成 16年 4月 1日から適用する。 

附    則 

１ この要綱は，平成 19年 3月 30日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規

定は，平成 18年 4月 1日から適用する。 

２ 前項の規定にかかわらず，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱第 2条第 3項第 2号ただ

し書の規定は，平成 19年度分の補助金から適用する。 

附    則 

１ この要綱は，平成 20年 3月 31日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規

定は，平成 19年 4月 1日から適用する。 

２ 前項の規定にかかわらず，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱第 5条第 4号の規定は，

知事が別に指示する年度分の補助金から適用する。 

附    則 

１ この要綱は，平成 21年 3月 30日から施行し，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱の規

定は，平成 21年 4月 1日から適用する。 

２ 前項の規定にかかわらず，改正後の院内保育事業運営費補助金交付要綱第 5条第 4号の規定は，

知事が別に指示する年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 22年 3 月 30日から施行し，平成 22年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 23年 5 月 9日から施行し，平成 23 年度分の補助金から適用する。 



附    則 

 この要綱は，平成 27年 1 月 8日から施行し，平成 26 年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 28年 4 月 1日から施行し，平成 28 年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，平成 30年 10 月 29日から施行し，平成 30年度分の補助金から適用する。 

附    則 

 この要綱は，令和４年９月 27日から施行し，令和４年度分の補助金から適用する。 

 



  別 表 

 

１  基準額 ２  対象経費 

各院内保育施設につき，（１）により算定した額より，別添

に定める保育料収入相当額を控除した額に，別添に定める院内

保育施設の運営に係る設置者の負担能力指数による調整率を乗

じて得た額と，（２）により算定した額の合計額とする。 

（１）基本額 

（Ａ型特例） 

   1人×180,800円×運営月数 

（Ａ型） 

2 人×180,800円×運営月数  

(Ｂ型） 

4 人×180,800円×運営月数 

（Ｂ型特例） 

6 人×180,800円×運営月数 

（２）加算額 

（24時間保育を行っている施設） 

23,410 円×運営日数 

（病児等保育を行っている施設） 

187,560 円×運営月数 

（緊急一時保育を行っている施設） 

20,720 円×運営日数 

（児童保育を行っている施設） 

10,670 円×運営日数 

（休日保育を行っている施設） 

11,630 円×運営日数 

院内保育事業を行うた

めに必要な保育士等職員

の人件費（給料，諸手当

等）及び委託料（内訳は

人件費とする｡) 

  



 

保育料収入相当額及び負担能力指数による調整率の算出方法 

 

１ 保育料収入相当額 

  保育料収入相当額は，24,000円に保育月数を乗じた金額の合計額とする。また，保育料収入相

当額の算出に当たって，対象となる上限の人数は次のとおりとする。 

種別 保育児童 

A型特例 1人 

A型 4人 

B型 10人 

B型特例 18人 

 

２ 負担能力指数 

負担能力指数とは，補助を受けようとする年度の前々年度の病院決算における当期剰余金を，

補助を受けようとする年度の院内保育施設運営費に係る設置者負担額（院内保育事業運営費補助

金交付前の額）で除した数値とする。 

  ただし，院内保育施設運営費は，院内保育施設運営費支出予定額と次に定める標準経費とを比

較して少ない方の額とする。 

 

標準経費＝保育士等の数※1×標準人件費（3,186千円）＋その他の経費※2 

 

※１ 保育士等の数は，当該年度 4月 1日（土曜日又は休日の場合は直後の平日とする。）現在

の院内保育施設利用職員の児童数を，2.6 で除した数値（小数点第 2 位を四捨五入する。）

とする。 

ただし，算出された保育士等の数がＡ型特例及びＡ型にあっては 2人，Ｂ型にあっては 4

人，Ｂ型特例にあっては 10 人を下回る場合は，当該院内保育施設の保育士等の数は，Ａ型

特例及びＡ型 2人，Ｂ型 4人，Ｂ型特例 10人とする。 

※２ その他の経費は，院内保育施設運営費支出予定額から保育士等の職員の人件費を除いた経

費とする。 

ただし,借入金の返済，土地購入等の資本取引に係る経費及び保育士等職員の給食費等院

内保育施設の運営費以外の費用は含めない。 

 

３ 負担能力指数による調整率 

院内保育事業運営費補助金交付要綱の別表に規定する院内保育施設の運営に係る設置者の負担

能力指数（以下「負担能力指数」という。）による調整率は，次のとおりとする。 

ただし，院内保育施設設置後 3か年を経過していない施設にあっては適用しない。 

負担能力指数 調整率 

5未満 1.0 

5以上 20未満 0.5 

20以上 0.0 

 

別添 



別記様式第 1号 

 

 

令和  年度院内保育事業運営費補助金交付申請書 

 

番         号 

令和  年  月  日 

 

 

 広 島 県 知 事 様                

 

 

事業者住所 

氏   名             

 

 この事業について，次により補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 １ 申 請 金 額                    円 

 ２ 申 請 額 算 出 内 訳           

 ３ 保育士等給与費明細書 

 ４ 事 業 計 画 書           

  ５ 保育料金が規定された規則等の書類 

  ６  委託契約書の写し及び運営要綱等（保育所運営を委託している場合） 

 ７ 歳入歳出予算書（見込書）の抄本 



別記様式第 2号 

 

 

令和  年度院内保育事業運営費補助金事業実績報告書 

 

 

番         号 

令和  年  月  日 

 

 

 広 島 県 知 事 様                

 

 

事業者住所 

氏   名             

 

 令和  年  月  日指令  第  号で交付決定を受けたこの補助金に係る事業実績につい

て，次の関係書類を添えて報告する。 

 

事業開始年月日   令和  年  月  日 

事業完了年月日   令和  年  月  日 

 

 １ 事 業 費 精 算 書           

 ２ 保育士等給与費明細書 

 ３ 事 業 実 績 報 告 書           

 



別記様式第 3号 

 

                               番         号 

                               令和  年  月  日 

 

 

 広 島 県 知 事 様                

 

   事業者住所 

   氏   名               

 

 

令和  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 令和  年  月  日付け指令  第   号で交付決定を受けた院内保育事業運営費補助金 

について，次のとおり報告します。 

 

 

１ 広島県補助金等交付規則第１３条に基づく額の確定額 

                         金              円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

（要県費補助金返還額相当） 

                         金              円 

 

３ 添付書類 

（１）２の金額の積算の内訳を記載した書類 

（２）その他参考となる資料 


